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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第52期

第１四半期連結
累計期間

第53期
第１四半期連結
累計期間

第52期

会計期間

自平成28年
 ４月１日
至平成28年
 ６月30日

自平成29年
 ４月１日
至平成29年
 ６月30日

自平成28年
 ４月１日
至平成29年
 ３月31日

売上高 （千円） 2,953,694 2,950,244 13,298,791

経常利益 （千円） 28,030 49,886 853,692

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 8,091 31,589 559,621

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 9,171 32,335 635,408

純資産額 （千円） 4,945,361 6,607,029 6,651,019

総資産額 （千円） 8,787,020 10,490,183 10,904,167

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 1.58 5.17 103.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 56.3 63.0 61.0

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　　　　４．当第１四半期連結累計期間より表示方法の変更を行っております。第52期の主要な経営指標等についても組

替え後の数値を記載しております。なお、表示方法の変更の内容については、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）（表示方法の変更）」に記載しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントを追加しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　四

半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

（重要な設備投資）

　当社は、平成29年６月29日開催の取締役会において、今後の安定的な収益機会を確保するため、賃貸用不動産と

して、京都市東山区と京都市上京区の土地・建物をそれぞれ、483,010千円、403,872千円で取得することを決議い

たしました。

　いずれの賃貸用不動産も、平成29年６月30日に売買契約を締結し、引渡しは京都市東山区の不動産は平成29年７

月28日に完了し、京都市上京区の不動産は平成29年８月を予定しております。

なお、引渡しを受けた京都市東山区の不動産の内容は次のとおりであります。

 ①所在地   京都市東山区三条通大橋東入大橋町104番１他

 ②土地面積 221.44㎡

 ③建物面積 161.20㎡

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間において当社グループは、地域社会への貢献という経営理念の実現のため、官民協働事

業を拡大し、地方自治体のパートナーとして広報やプロモーション、地域経済活動をサポートし、地方創生のプラッ

トフォームの役割を担う「社会貢献型企業」を目指して、行政情報誌『わが街事典』の発行を中心に、官と民の連携

により地方創生支援に取り組んでまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は対前年同期比0.1％減の29億50百万円、営業利益は対前

年同期比50.7％減の31百万円となりました。経常利益につきましては、為替差損の減少等もあり対前年同期比78.0％

増の49百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は対前年同期比290.4％増の31百万円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。

当社は、今後の安定的な収益機会を確保するため、賃貸用不動産として、京都市東山区と京都市上京区の土地・建

物をそれぞれ、483,010千円、403,872千円で購入する契約を平成29年６月30日に締結いたしました。引渡しは京都市

東山区の不動産は平成29年７月28日に完了し、京都市上京区の不動産は平成29年８月を予定しております。

不動産事業を新たな収益源の一つと位置づけたことから、当第１四半期連結会計期間より、「不動産事業」を報告

セグメントに追加しております。

①出版事業

出版事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において、官民協働による行政情報誌『わが街事典』は、愛

媛県西予市や山形県上山市などで新たに発行するとともに、和歌山市や茨城県つくば市などで再版を発行し、37の地

方自治体と共同発行した結果、当第１四半期連結会計期間末における累計の発行自治体数は724となりました。ま

た、子育てガイドなどジャンル別行政情報誌や官民協働型の回覧板の発行にも取り組みました。50音別電話帳『テレ

パル５０』につきましては、引き続き行政情報や特集企画を掲載した電話帳の発行を進めました。さらに地域情報誌

『Ｎａｓｓｅ』の広告売上も寄与し、外部顧客への売上高は対前年同期比7.4％増の18億86百万円、セグメント利益

は対前年同期比0.0％増の２億40百万円となりました。

②ＷＥＢ・ソリューション事業

ＷＥＢ・ソリューション事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において、ふるさと納税制度の一括業務

代行に関する協定を愛知県常滑市などと締結し、当第１四半期連結会計期間末における累計の協定締結自治体数は95

となりました。また、『わが街とくさんネット』等のｅコマースによる販売も拡大に努めました。一方、ヤフー株式

会社との販売提携商品の代理店による取扱いの縮小もあり、外部顧客への売上高は対前年同期比9.0％減の５億77百

万円、セグメント損失は10百万円（前年同期は33百万円のセグメント損失）となりました。
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③ロジスティクス事業

ロジスティクス事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において、郵便発送代行事業は代理店を中心に積

極的な受注活動に取り組みました。ポスティング事業も新規顧客の開拓に努めたものの、外部顧客への売上高は対前

年同期比14.0％減の４億82百万円、セグメント利益は対前年同期比76.7％減の９百万円となりました。

④不動産事業

不動産事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において、連結子会社株式会社サンマークの不動産賃貸に

よる外部顧客への売上高は３百万円、セグメント利益は１百万円となりました。

（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、104億90百万円となり、前連結会計年度末比４億13百万円の減少

となりました。その主な要因は、受取手形及び売掛金の減少額２億59百万円、流動資産のその他に含まれる未収入金

の減少額81百万円、現金及び預金の減少額64百万円等によるものであります。

なお、純資産は66億７百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末比2.0ポイント上昇の63.0％となりまし

た。

（3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

（4）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。

（6）経営成績に重要な影響を与える要因

「第２　事業の状況　１　事業等のリスク」に記載のとおり、当第１四半期連結累計期間において、重要な変更は

ありません。

（7）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、運転資金、設備投資資金、戦略投資資金等の必要資金を主に事業利益から得られる内

部留保資金または借入金により調達することとしております。このうち、借入金による資金調達については、短期借

入金であり、未行使の借入枠利用により調達することが一般的であります。平成29年６月30日現在、短期借入金の残

高は、３億50百万円であります。

　平成29年６月30日現在、長期借入金の残高は、１年以内の返済予定額39,021千円を含めて80,676千円であります

が、これは、株式会社サンマークが連結子会社化前において調達いたしました長期運転資金であります。なお、将来

大規模な設備投資資金および戦略投資資金などの長期資金需要が発生した場合には、手許資金の流動性と安全性を確

保するため、あらためて長期借入金による資金調達について検討する方針であります。

　当社グループは、その健全な財政状態、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力および未行使の借入枠

により、当社グループの成長を維持するため将来必要な運転資金、設備投資資金、戦略投資資金を調達することが可

能と考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,470,660  6,470,660
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 6,470,660  6,470,660 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 6,470,660 － 750,000 － 552,095

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  364,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,105,100 61,051 －

単元未満株式 普通株式      960 － －

発行済株式総数          6,470,660 － －

総株主の議決権 － 61,051 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社サイネッ

クス

大阪市中央区瓦屋

町三丁目６番13号
364,600 － 364,600 5.64

計 － 364,600 － 364,600 5.64

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,778,009 4,713,740

受取手形及び売掛金 1,176,389 917,144

製品 99,084 91,256

仕掛品 58,563 53,223

原材料及び貯蔵品 13,823 37,734

その他 412,559 351,235

貸倒引当金 △19,952 △21,364

流動資産合計 6,518,478 6,142,969

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 380,606 384,673

機械装置及び運搬具（純額） 337,006 320,337

土地 938,504 934,604

リース資産（純額） 7,304 6,774

その他（純額） 34,689 66,217

有形固定資産合計 1,698,111 1,712,607

無形固定資産   

のれん 477,402 466,392

その他 122,566 122,024

無形固定資産合計 599,969 588,416

投資その他の資産   

投資有価証券 566,632 570,153

その他 1,528,131 1,482,574

貸倒引当金 △7,155 △6,537

投資その他の資産合計 2,087,608 2,046,190

固定資産合計 4,385,688 4,347,214

資産合計 10,904,167 10,490,183
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 692,778 558,511

短期借入金 350,000 350,000

1年内返済予定の長期借入金 76,125 39,021

未払法人税等 211,778 26,446

前受金 806,704 727,396

賞与引当金 157,351 104,460

その他 474,904 648,505

流動負債合計 2,769,643 2,454,342

固定負債   

長期借入金 81,643 41,655

役員退職慰労引当金 137,421 127,098

退職給付に係る負債 1,258,344 1,244,383

その他 6,096 15,675

固定負債合計 1,483,505 1,428,811

負債合計 4,253,148 3,883,154

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 1,137,583 1,137,583

利益剰余金 4,898,185 4,853,450

自己株式 △183,015 △183,015

株主資本合計 6,602,754 6,558,018

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,464 2,642

退職給付に係る調整累計額 45,800 46,367

その他の包括利益累計額合計 48,264 49,010

非支配株主持分 － －

純資産合計 6,651,019 6,607,029

負債純資産合計 10,904,167 10,490,183
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 2,953,694 2,950,244

売上原価 1,465,619 1,361,527

売上総利益 1,488,074 1,588,717

販売費及び一般管理費 1,423,967 1,557,132

営業利益 64,107 31,584

営業外収益   

受取利息 928 1,978

受取家賃 3,624 3,626

複合金融商品評価益 － 5,370

その他 7,200 9,851

営業外収益合計 11,753 20,827

営業外費用   

支払利息 1,341 1,648

複合金融商品評価損 16,470 －

為替差損 28,748 559

その他 1,270 317

営業外費用合計 47,830 2,525

経常利益 28,030 49,886

特別利益   

固定資産売却益 － 5,558

特別利益合計 － 5,558

特別損失   

固定資産除却損 22 1,112

特別損失合計 22 1,112

税金等調整前四半期純利益 28,008 54,332

法人税、住民税及び事業税 19,023 16,565

法人税等調整額 893 6,177

法人税等合計 19,916 22,742

四半期純利益 8,091 31,589

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,091 31,589
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益 8,091 31,589

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5,337 177

退職給付に係る調整額 6,416 567

その他の包括利益合計 1,079 745

四半期包括利益 9,171 32,335

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 9,171 32,335

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（表示方法の変更）

（不動産事業に関する変更）

　当第１四半期連結会計期間より、「営業外収益」の「受取家賃」に含めて表示しておりました不動産事業に

係る収益を「売上高」に、「販売費及び一般管理費」に含めて表示しておりました不動産事業に係る費用を

「売上原価」に表示する方法に変更いたしました。

　従来、付随事業として位置づけておりました一部連結子会社の不動産事業について、今後の安定的な収益機

会を確保するため、当社においても不動産事業を開始して新たな収益源の一つと位置づけました。それに伴っ

て、事業運営の実態をより適切に表示するために当該変更を行い、「不動産事業」としてセグメント情報にお

ける事業セグメントへ追加いたしました。

　なお、前第１四半期連結累計期間については、当社グループにおいて不動産事業の実績がなかったため四半

期連結財務諸表の組替えは行っておりません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 46,482千円 43,665千円

のれんの償却額 4,636 11,010

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 51,219 10 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当第１四半期連結会計期間より、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」を適用してお

ります。この結果、利益剰余金が26,785千円増加しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 76,325 12.5 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 出版事業
ＷＥＢ・ソ
リューショ
ン事業

ロジスティ
クス事業

不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 1,757,489 634,514 561,690 － 2,953,694 － 2,953,694

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,437 3,148 121,479 － 127,065 △127,065 －

計 1,759,926 637,663 683,169 － 3,080,759 △127,065 2,953,694

セグメント利益又は

損失（△）
240,423 △33,983 42,678 － 249,118 △185,010 64,107

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△185,010千円には、セグメント間取引消去879千円、のれんの償

却額△4,636千円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△181,253千円が含まれておりま

す。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 出版事業
ＷＥＢ・ソ
リューショ
ン事業

ロジスティ
クス事業

不動産事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 1,886,958 577,135 482,958 3,190 2,950,244 － 2,950,244

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,342 3,069 106,760 － 111,172 △111,172 －

計 1,888,301 580,204 589,719 3,190 3,061,416 △111,172 2,950,244

セグメント利益又は

損失（△）
240,518 △10,642 9,961 1,885 241,722 △210,138 31,584

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△210,138千円には、セグメント間取引消去879千円、のれんの償

却額△11,010千円及び各報告セグメントに配分していない全社費用△200,007千円が含まれておりま

す。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

　「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（追加情報）（表示方法の変更）」に記載のと

おり、当第１四半期連結会計期間より、新たな報告セグメントとして「不動産事業」を追加しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成した

ものを開示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1円58銭 5円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
8,091 31,589

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
8,091 31,589

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,121 6,106

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月10日

株式会社サイネックス

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　健次　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平岡　義則　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイ

ネックスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日か

ら平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サイネックス及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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